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「津波に対する安全性に関する審査の手引き

（設計基準津波に関する検討方法等）」について（議論のたたき台）

平成２４年３月２８日

原子力安全・保安院

今回の東北地方太平洋沖地震を踏まえ、原子力安全・保安院としては、津

波に対する安全性に関する手引き（設計基準津波に関する検討方法等）を検

討し、これを用いて耐震バックチェック等の審査を適切に行う必要があると

考える。

なお、この手引きは、現時点において得られている東北地方太平洋沖地震

とそれに伴う津波、福島第一原子力発電所事故の状況等の知見に基づいた暫

定的なものであり、新たな知見が得られた場合には、必要に応じて適宜見直

すものである。

以下に、この手引きに記載する主な内容を示す。

１．設計基準津波に関する検討方法

(1)設計基準津波の策定（別添「ＪＮＥＳモデル」参照）

設計基準津波については、東北地方太平洋沖地震の知見を踏まえ、津波

高さ、浸水域、浸水高さ、浸水時間、津波の破壊力を示せる適切な津波モ

デルを用い、数値シミュレーションを行って求める。この際、当該設計基

準津波は、一定の発生頻度（例えば、１０－４／年）を包絡するように設定

する。

なお、クロスチェックに用いる津波モデルに入力する波源域（破壊領域）

の大きさ、すべり分布、地震発生頻度等のパラメータについては、原子力

安全・保安院として、地域ごとに予め明らかにしておく必要がある。

(2)設計基準津波に対する浸水を防止する構築物等の安全設計

①設計基準津波に対して敷地内への浸水を直接防ぐための構築物等に関

して、津波の持つ破壊力を考慮してもその機能が失われることがないよ

う設計されなければならない。

②設計基準津波について仮に敷地内へ浸水した場合であっても、炉心及び

燃料プールの燃料の冷却に必要な設備を設置する原子炉建屋内部等へ

の浸水を防護するよう設計されなければならない。
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２．設計基準津波を超える津波（設計超過津波）に対する安全確保

ＡＭ策を含む原子炉及び使用済燃料プール等における燃料の重大な損

傷を防止するための対策を講じることにより、設計基準津波を超える津波

によるリスク（最適評価手法により求める。）が、例えば、性能目標案（炉

心損傷頻度 １０－４／年）の１０分の１以下（１０－５／年）となること

を示す必要がある。
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（参考１：“手引き”の検討の背景）

今回の東北地方太平洋沖地震については、

①海溝型地震について大きなすべり量や地震セグメントの連動等により、

大きな地震動や津波を生じたこと。

②今回の津波は、やや長周期の波と短周期の波が重畳することにより津波

の波高が高くなったと考えられること。

などが明らかになっており、これらの知見を踏まえた上で、原子力発電所

における津波に対する安全性を確保する取組を行うことは極めて重要である

とされている。

また、今回の事故の原因となった津波による被害は、６月及び９月の国際

原子力機関に対する日本国政府の報告書で明らかにしているように、津波の

発生頻度や高さの想定が不十分であり、大規模な津波の襲来に対する対応が

十分なされていなかったためにもたらされたものとされている。

このため、津波に対する安全性については、

①施設の安全機能への重大な影響を防止する観点から、再来周期を考慮し

た適切な発生頻度と周期の異なる波の重畳を考慮して津波を想定する。

（以下、この津波を「設計基準津波」という。）

②その上で、設計基準津波による浸水で安全機能を有する設備に影響が発

生することを防止する構築物等（防潮堤、防潮壁、水密扉等）の安全設

計を、津波の破壊力、浸水高さ、浸水域、浸水時間等を考慮に入れて行

う。

③さらに深層防護の観点から、設計基準津波を上回る規模の津波が施設に

及ぶことによるリスクの存在を十分認識して、敷地の冠水や遡上波の大

きさを考慮しても炉心及び燃料プールの燃料の重大な損傷が防止できる

対策を講じる。

等の対応が必要であるとしている。

さらには、今回の事故において、アクシデントマネージメント（ＡＭ）策

が不十分であったことが明らかとなったとされている。

このため、ＡＭ策については、事業者による自主保安という取組を改め、

これを法規制上の要求とするとともに、確率論的評価手法も活用しつつ、設

計要求事項の見直しも含めて、シビアアクシデントを効率的に防止できるＡ

Ｍ策を整備することも必要であるとされている。

今般、原子力安全・保安院としては、これらのことを踏まえ、“津波に対

する安全性に関する手引き”を検討し、これを用いて耐震バックチェック等



- 4 -

の審査を適切に行う必要があるとしたものである。

（参考２：地震動の安全評価との整合性）

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等（平成 18 年 9 月 19 日原

子力安全委員会決定）においては、「施設の設計に当たっては、“残余のリ

スク”の存在を十分認識しつつ、それを合理的に実行可能な限り小さくする

ための努力が支払われるべきである。」と示している。

※残余のリスク：策定された地震動を上回る地震動の影響が施設に及ぶ

ことにより、施設に重大な損傷事象が発生すること、

施設から大量の放射性物質が放散される事象が発生す

ること、あるいはそれらの結果として周辺公衆に対し

て放射線被ばくによる災害を及ぼすことのリスク。

さらに、「行政庁において、“残余のリスク”に関する定量的な評価を実

施することを当該原子炉設置者に求め、その結果を確認することが重要と考

える。なお、これらの評価の実施に際しては、確率論的安全評価（ＰＳＡ）

に代表される最新の知見に基づいた評価手法を積極的に取り入れていくこと

が望ましいと考える。」と解説している。

今回の東北地方太平洋沖地震の知見を考慮しても、この考え方は、変わら

ず、当院においては、この残余のリスクの評価等の中で、地震動についても、

今後策定する「津波に対する安全性に関する手引き」と平仄を合わせた評価

を行う必要がある。具体的には、基準地震動Ｓｓを超える地震動による炉心

損傷頻度が、最適評価手法を適用した評価において、原子力安全委員会の性

能目標（案）に示す炉心損傷頻度（１０－４／年）の１０分の１以下（１０－

５／年）となることを確認（参照）する必要がある。

なお、現状の耐震設計で用いる基準地震動Ｓｓの年発生頻度は、結果とし

て概ね１０－４～１０－５程度となっている。



耐震バックチェックにおける津波評価の今後の予定について

事業者による

【事業者による検討】

○東北地方太平洋沖
地震に係る新知見

○関係機関による知
見

・原子力安全委員会
による地震・津波に
関する指針改定案

・土木学会

・地震調査研究推進
本部 等
を考慮

【検討内容】
・波源域（破壊領域）の大きさ
・すべり分布（一様／不均質）
・破壊伝播速度
・地震発生頻度
・津波水位のばらつき 等

東北地方太平洋沖地震に係る新知見を踏まえた審査の手引き
（津波波源モデルの検討）

日本海東縁部

【適用サイト】
・北海道電力 泊
・東京電力 柏崎刈羽
・北陸電力 志賀
・関西電力 美浜

大飯
高浜

・日本原電 敦賀
・ＪＡＥＡ もんじゅ
・中国電力 島根

千島・日本海溝沿い

【適用サイト】
・東北電力 東通

女川
・東京電力 福島第一

福島第二
・日本原電 東海第二
・ＪＡＥＡ 東海再処理

東海・東南海・南海

【適用サイト】
・中部電力 浜岡
・四国電力 伊方

その他の領域

【適用サイト】
・九州電力 玄海

川内

原子力安全・保安院＋ＪＮＥＳ

ＪＮＥＳによるクロスチェック

事業者による設計基準津波に対する
浸水を防止する構築物等の安全設計の確認

・構築物等が設計基準津波の持つ破壊力に対し、その機能が失われることがないこと。
・仮に津波が敷地内へ浸水した場合であっても、燃料の冷却に必要な設備への浸水を防護すること。

各事業者は設計基準津波を超える津波に対する安全が確保されることを示す

規制当局による確認

事業者による
設計基準津波の

策定

中国電力 島根 川内

５


